
特定健康診査について

健康づくり課
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特定健康診査の概要

【目的】
・メタボリックシンドロームに着目し、生活習慣病の発症を予防する

目的で健康診査を実施

【対象者】
・４０歳以上７５歳未満の国民健康保険被保険者

【検査項目】
・問診、身体計測、血圧、肝機能検査、血中脂質検査、腎機能検査、

尿検査、貧血検査、血糖検査 等

※後期高齢者医療制度の加入者（７５歳以上）に対しても特定健康診

査に準じた健康診査を実施
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船橋市医師会に委託
協力医療機関（約１６０機関）にて、個別に受診
することが可能

健診実施期間 5月～翌年3月末

受診券発送 誕生月に応じて、対象者に受診券を個別発送

【実施状況】

【受診率向上の取組】
・一括がん検診と同時受診が可能（肺がん・大腸がん・前立腺がん）

・平成２８年度から人間ドック、平成３０年度から脳ドックの費用助成
を開始

・特定健康診査結果とレセプト情報をもとに、対象者にあわせた7種類
の通知により未受診者勧奨を実施

特定健康診査の実施状況
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特定健康診査の対象者数と受診者数

・１０月末時点の比較で、令和6年度は令和５年度よりやや減少
・対象者数（４０歳以上の国民健康保険被保険者）は減少傾向

１０月末時点
で比較
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後期高齢者健康診査の対象者数と受診者数

・１０月末時点の比較で、令和６年度は令和５年度と比較し増加している
・対象者数（後期高齢者医療制度の加入者）は増加傾向

１０月末時点
で比較
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【課題】目標の受診率（実施率）に到達していない（令和５年度）

目標 本市実績 千葉県平均

特定健康診査 ６０％ ４１．４％ ３８．８％

特定保健指導 ６０％ ２９．０％ ２３．６％

【対応】
・特に年齢が低くなるほど受診率及び実施率が低くなっているため、実施方法

の見直しを図る

今後の課題と対応

【見直し】
・専門的な知見を有した事業者を活用し、未受診者に対する個別勧奨の

改善を図る。
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特定保健指導について



【目的】
生活習慣改善のための保健指導を行なうことにより、対象者が健康の
セルフケアを継続的にできるよう促し、生活習慣病の発症を予防する

【対象者】
特定健康診査を受けた40～74歳の者のうち、下記の階層化基準に基
づき、特定保健指導の対象者となった者

特定保健指導の概要

ステップ②について
（追加リスク項目）

１．血 糖
空腹時血糖100mg/dL以上

ない場合は
HbA1c 5.6%以上

２．脂 質
中性脂肪150mg/dL以上
（随時中性脂肪175㎎/dL以上）

または
HDLコレステロー40mg/dL未満

３．血 圧
収縮期血圧130mmHg以上

または
拡張期血圧85mmHg以上
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船橋市医師会へ委託して実施
健診実施医療機関のうち約４０機関
健診受診後の結果説明と同時に初回面接
（６月～翌年３月末まで実施）

医療機関以外での実施

健診受診３～４か月以降に、対象者を把握
して利用を勧奨し、健康づくり課や委託先
の事業者で初回面接（７月～翌年８月末ま
で実施）

【実施状況】

【実施率向上の取組】
・かかりつけ医療機関で、健診の結果説明と同時に初回面接を受けることが

できれば、対象者にとって利便性が上がり、実施率の向上にも繋がる。
医療機関での初回面接後の支援を健康づくり課が引き継ぐことで、医療機
関の負担を軽減し、医療機関が受託しやすい仕組みを構築

・対象者のニーズに合わせて、公民館等を積極的に活用した面接やオンラ
インによる面接を実施

特定保健指導の実施状況
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特定保健指導の対象者数と実施者数
（初回面接実施者数）

・特定健診受診者数の減少により、特定保健指導の対象者及び実施者数
も減少（令和6年度も減少の見込み）

・１０月末時点の比較で、令和６年度は令和５年度とほぼ同様の傾向

１０月末時点
で比較
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【課題】目標の受診率（実施率）に到達していない（令和５年度）

目標 本市実績 千葉県平均

特定健康診査 ６０％ ４１．４％ ３８．8％

特定保健指導 ６０％ ２９．０％ ２３．６％

【対応】
年齢が低くなるほど実施率が低くなる傾向のため、若い世代に
重点を置いた利用勧奨等の見直しを図る

特定保健指導の今後の課題と対応

【見直しの内容】
・ICT活用の推進（オンライン、アプリ等の活用）
・対象者のニーズにそった保健指導方法の選択（オンライン、身近な

場所での面接、夜間や休日を利用した保健指導等）
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【目的】
腎機能低下リスクが高い者に対して早い段階から保健指導を実施
し、腎機能低下を抑制して、QOL低下の大きな原因となる新規
人工透析導入者数を減少させる

【対象者】
特定健康診査を受けた者のうち、腎機能低下がみられる者

①40歳～69歳で、腎機能を示すeGFR値・尿蛋白値より抽出

＜令和2年度から支援基準を拡大＞

②70歳～74歳で、eGFR値(①より低値)・尿蛋白値より抽出

【支援内容】
訪問や面接、電話にて受診勧奨し、かかりつけ医がいる場合は
療養上の指示を仰いだ上で対象者の腎機能レベルに応じた保健
指導を実施
初回支援から2～3か月後に継続支援を行い、受診結果や行動
変容の有無を確認

慢性腎臓病対策事業の概要（平成25年度～）
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慢性腎臓病対策事業の対象者数と実施者数
（初回面接実施者数）

・腎機能は加齢に伴い低下しやすいため、医師会CKD対策委員会の進言も
あり、令和２年度より本市独自に７０代へ対象者基準を拡大。令和３年度
以降も千葉県基準に合わせ変更（７０代の基準値は６９歳以下よりも厳しく設定）

・１０月末時点の比較で、令和６年度は令和4年度、５年度と同様の傾向
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で比較
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【目的】
血糖値が高い者を適切な受療行動に結びつける
保健指導にて糖尿病性腎症の発症または悪化を防ぎ、医療費負担の大きい
新規人工透析導入者数を減少させる

【対象者】糖尿病による腎機能低下のリスクが高い者
①特定健康診査を受けた者のうち、糖尿病や腎症の進行度を示す

HbA1c・空腹時血糖・尿蛋白・ eGFR値の基準値を設定し抽出
②治療中断者 令和5年度まで：糖尿病治療歴があり２年前から健診や医療受診なし

令和6年度から：過去5年以内に糖尿病治療薬の処方があり、6か月前から健診や医療受診なし

③未治療者 令和5年度まで：3年前健診で高血糖があり2年前から健診や医療受診なし

令和6年度から：２、3年前の健診で高血糖があり、1年前から健診や医療受診なし

【支援内容】
対象 ① ・訪問や面接、電話での受診勧奨

・かかりつけ医より療養上の指示を仰いだ上での保健指導
・初回支援から６か月間の継続支援（運動教室含む）

対象②③・健診受診券の発送時期に合わせた受診勧奨の文書発送
・５か月後の未受診時には、再度電話等で勧奨

糖尿病性腎症重症化予防対策事業の概要
（平成２８年度～）
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糖尿病性腎症重症化予防対策事業における
治療中断者および未治療者への対応

（令和２年度～）
未治療者治療中断者
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健診や医療受診に
つながった数

健診や医療受診に
つながった率

治療中断者 未治療者 治療中断者 未治療者

令和２年度 34 3 32.7% 50.0％

令和３年度 22 9 19.3% 45.0%

令和４年度 25 23 25.5% 39.7%

令和５年度 31 15 28.7% 45.5%

いずれも２年間、医療や健診を受診していない対象者であるが、未治療者
の方が治療中断者よりも受診につながりやすい傾向である
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糖尿病性腎症重症化予防対策事業の対象者数
と実施者数（対象者①における初回面接実施者数）

393 317 295 323
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で比較

実施者数

・令和２年度は、千葉県に合わせ対象者を拡大したため対象者数と実施者数
が増加（コロナの影響で令和2年度の１０月末時点の実績は少ない）

・10月末時点の令和6年度の実績は少ないが対象者も少ない（対象者28名）
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業
（R2年度より開始）

【背景】医療費適正化を図る国保対象者への保健事業だけではなく、健康
寿命の延伸や介護予防を視野に入れた後期高齢者医療制度移行後のシーム
レスな保健事業の展開が求められている

ハイリスクアプローチ（後期高齢者健診受診結果から対象者抽出）

【糖尿病性腎症重症化予防事業】

目的：糖尿病による腎機能低下のリスクの高い者に保健指導を実施し、セルフケア能力の

維持と腎機能低下を抑制し、新規人工透析導入者を減少させる

対象：HbA1c8％以上かつ①尿蛋白＋以上または②eGFR45未満の者

かつ高齢者の質問票で所定の4項目のいずれかに該当する者（令和5年度より質問票項目追加）

【低栄養防止（フレイル予防）事業】

目的：低栄養を改善することで、介護予防およびQOL低下の予防を目指す

対象：血清アルブミン3.8未満かつBMI18.5未満の者

かつ高齢者の質問票で3つ以上に該当する者（令和5年度より質問票項目追加）

ポピュレーションアプローチ

【通いの場での取り組み】 介護予防事業等の参加者に向けたミニ健康教育

【気軽に相談できる環境づくり】

後期健診の結果送付時、フレイルに関する情報提供を行って適宜相談対応
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業
（R2年度より開始）

ハイリスクアプローチ

【糖尿病性腎症重症化予防事業】 【低栄養防止（フレイル予防）事業】

ポピュレーションアプローチ

健診年度
対象者

数
初回

実施率

令和２年度 208 81.7%

令和３年度 270 73.3%

令和４年度 356 59.0%

令和５年度 263 96.6%

健診年度 対象者数 初回実施率

令和２年度 228 82.0%

令和３年度 204 73.5%

令和４年度 155 80.6%

令和5年度 93 95.7%

介護予防事業等における
ミニ健康教育

気軽に相談できる
環境づくり

実施回数 実施人数
フレイル等に関する

相談対応人数

令和２年度 ２会場 39 52

令和３年度 ８会場 164 93

令和４年度 13会場 274 145

令和５年度 10会場 336 267
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各種がん検診について

健康づくり課

書面報告（１）―⑥ ―Ⅲ 



１

【目的】
がんの早期発見の推進を図ることにより、がんの死亡率を減少させる
ことを目的として実施

各種がん検診の概要

対象年齢 検査方法

肺がん検診 ４０歳以上 胸部エックス線

大腸がん検診 〃 免疫便潜血

子宮頸がん検診※1 20歳以上
頸部細胞診

（30歳代はHPVも併用）

乳がん検診※1
３0歳代 超音波

40歳以上 マンモグラフィ

胃がん検診※1

40歳以上 胃部エックス線

50歳以上
胃部エックス線

又は
内視鏡

前立腺がん検診※２ 50歳以上 PSA（前立腺特異抗原）

※1…2年に1回の検診 ※２…5年に1回の検診 １



船橋市医師会に委託

胃がん：約６０医療機関
肺・大腸・前立腺がん：約１７０医療機関
乳がん：約３０医療機関
子宮頸がん：約２０医療機関

検診実施期間
胃・乳・子宮頸がん ４月～翌年3月末
肺・大腸・前立腺がん 5月～翌年3月末

受診券発送
誕生月に応じて、対象者に受診券を個別発送
（※胃がん検診は登録制。登録者へ個別通知）

【実施状況】

各種がん検診の実施状況

【受診率向上の取組】
・子宮頸がん検診（２１歳）・乳がん検診（４１歳）の年齢を迎えた方

に、無料のクーポン券を発送

・特定健康診査と同時受診が可能（肺がん・大腸がん・前立腺がん）
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３

各種がん検診の受診者数
（胃・肺・大腸・乳・子宮頸がん検診）

・ １０月末時点の比較で、令和６年度は令和５年度よりやや減少

・受診機会が2年に1度の乳・子宮頸がん検診において、コロナ以降奇数年度
に受診者数が多い傾向がある

１０月末時点
で比較

受診者数
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今後の課題と対応

【課題】
・胃・乳・子宮頸がん検診はコロナ禍前と同等の受診者数に回復して

いるが、肺・大腸がん検診はコロナ禍前の水準には戻っていない。

【対応】
・受診勧奨をより効果的なものとなるよう見直していくとともに、

関係機関と連携した勧奨を積極的に行っていく

・市が把握する受診者数は市のがん検診受診者のみであるため、他の
機会に検診を受診した方（職域・人間ドック等）を考慮した分析が
できないか、検討を行う
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Ⅳ 介護予防について

健康づくり課

書面報告（１）―⑥ ― Ⅳ 



一般介護予防事業の概要（１）

①健康スケール

65歳、70歳、73歳、75歳以上の方（要支援・要介護認定者、
介護予防・生活支援サービス事業対象者等を除く）に対し、２２
項目の質問からなる健康スケールを送付し、回答結果からご自身
の元気度及び3年後の要支援・要介護状態になるリスクをお知ら
せする。

（送付実績）

年度 発送数 回答数 回答率

３年度 ８０，５２９件 ５５，２１３件 ６８．６％

４年度 ８２，８０７件 ５５，４８９件 ６７．０％

５年度 ８４，１３９件 ５１，０２４件 ６０．６％

1



一般介護予防事業の概要（２）

②ふなばしシルバーリハビリ体操推進事業

医師が考案した、いつでも、どこでも、どなたでもでき
る体操。市民が体操指導士となり、身近な地域で高齢者に
体操を普及することによって、市民同士が支え合い、健康
づくりと介護予防に取り組む体操の普及促進を行う。

（市主催実施状況）

年度 のべ参加者数 開催回数

３年度 ２，４２８人 １２４回

４年度 ２，８１７人 １３６回

５年度 ９，７１３人 ３１５回

２



一般介護予防事業の概要（３）

③足腰の衰えチェック

健康スケール回答者のうち足腰の衰えがみられた、65歳、70歳、73歳以上
の奇数年齢の方に利用券を送付。2つのテスト及びロコモ25という質問票によ
りリハビリテーション専門職等が足腰の衰え具合を把握し、一人一人に合わせ
て運動や日常生活について助言を行う。

令和５年度利用者数：１，１７７人

④介護予防教室（生き生きと若々しく過ごすための教室）

地域の高齢者を対象に、介護予防に資する基本的な知識（運動機能の向上、
栄養改善、口腔機能向上、認知症予防）を普及啓発し、要介護状態等になるこ
とを予防するための事業。（委託により実施）

令和５年度実施：１９２コース のべ参加者数１，９８８人

３



一般介護予防事業の概要（４）

⑤アクティブシニア介護予防補助金

地域の介護予防に資する体操を行う住民団体を支援（活動経費の補助）し、
参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進する事業。

令和５年度補助団体数：６６団体

⑥リハビリ職等派遣支援事業

地域の住民団体や介護職などの申請に対して、市に登録しているリハビリ
テーション専門職を派遣し、健康づくりや介護予防の技術の指導・助言や講演
を行う事業。

令和５年度のべ派遣数：１１人

⑦市民ヘルスミーティング事業

介護予防や地域の健康課題などについて、市民と一緒に意見交換や話し合い
を行うことで、地域の健康づくりを推進する。

４



今後の事業展開

5

〇ふなばしシルバーリハビリ体操等の事業を実施

ふなばしシルバーリハビリ体操は、令和５年６月より各公民館及び三山市
民センターで月１回の開催を実施し「市民ヘルスミーティング」も令和６年
年度より年２回各地域で開催している。

〇足腰の衰えチェック事業の対象を拡大

健康スケールの回答者で、足腰の衰えが認められた方のうち、令和５年度
より全２４地区及び「全年齢」に対象を拡大して実施している。



健康づくり課

Ⓥ予防接種について
定期予防接種化が検討されているワクチン
に関する費用助成について

書面報告（１）―⑥ ―Ⅴ



国の分科会で定期接種化が検討されている
ワクチンの主な審議内容（令和６年９月時点）

（国の分科会資料より抜粋）

別紙、拡大ページあり



【近年の定期接種化の状況について】

導 入 年 月 ワ ク チ ン 名 等

平成25年4月

HPV

Hib感染症

小児の肺炎球菌感染症

平成26年10月
水痘

高齢者の肺炎球菌感染症

平成28年10月 B型肝炎

令和元年4月 風しん5期

令和2年10月 ロタウイルス

令和4年4月 HPVキャッチアップ接種

令和5年4月 9価HPV

令和6年4月
5種混合

新型コロナウイルス



【本市における費用助成事業について】

①おたふくかぜワクチン

②帯状疱疹ワクチン

事業開始年月 令和2年4月

対象者
接種日時点で船橋市に住民登録がある
1歳の子

助成額 3,000円

助成実績（R5年度） 3,831回

生ワクチン 不活化ワクチン

事業開始年月 令和6年4月

対象者
接種日時点で船橋市に住民登録がある
満50歳以上の人

助成額 2,000円 5,000円

助成回数 1回 2回

助成実績
（R6.4～R6.9）

7,295回 15,622回


